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編集方針

本レポートは、社会的価値創出と経済的価値創出の両立を目指す三井住友トラストグループのサステナ
ビリティに係る優先的な取り組みを、ステークホルダーの皆さまに一覧でご覧頂けるよう、三井住友トラ
ストグループのウェブサイト（サステナビリティ）をPDF化したものです。なお、今回より、環境負荷軽減の
ため印刷を廃止し、ウェブサイトのみでの公開としました。
詳細な財務情報や最新の取組状況等については、統合報告書2024本編／資料編やウェブサイト等の
最新のものをご覧ください。

報告対象

基準：2024年3月末日時点（一部に2024年4月以降の情報も掲載しています）
範囲：�三井住友トラストグループ�

（三井住友トラストグループ株式会社ならびに主要連結子会社、関連会社等）

留意事項

• �本レポートにおいて、「当社」と記載する場合、特段の断りがない限り三井住友トラストグループ株式
会社を指します。

• �本レポートは、作成日において弊社が信頼できると判断した情報等に基づいて作成したものであり、
その情報の正確性・確実性について保証するものではありません。また、今後の金融情勢・社会情勢
等の変化により、内容が変更となる場合があります。

• �本レポート内に設定してあるリンクについて、参照先の情報は報告対象基準時点の情報ではなく、�
更新されている可能性があります。

• �本資料を使用した結果について、弊社は責任を負いません。

• �本レポートに記載されている全ての商品およびサービスに関する情報は、情報提供のみを目的として
おり、いかなる形でも商品勧誘を意図したものではありません

• �本資料には、一定の前提に基づく概算数値が含まれる場合があります。実際の適用に際しては正式な
計算を行う必要があり、その場合の結果は差異が生じる可能性がありますのでご留意ください。

• �本資料に係る一切の権利は、他社資料の引用部分を除いて三井住友トラストグループに属し、いかな
る目的であれ本資料の一部または全部の無断での使用・複製はお断りいたします。

発行元

三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティ推進部
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価値創造プロセスとマテリアリティマネジメント

当社は、「社会的価値創出と経済的価値創出の両⽴」を⽬的として、「価値創造プロセス」を定めています。価値創造プロセスは、ス

テークホルダーの価値を最⼤化させながら、当社⾃⾝の経営基盤（6つの資本）を持続的に強化していくプロセスと、それを経営レ

ベルで管理する仕組みで構築されています。

社会的価値は当グループの企業活動が⽣み出す場合もありますが、多くはステークホルダーからその先のステークホルダーへ影響が

連鎖するなかで形成されてい	ます。SDGsの実現に貢献し、最終的に経済（豊かさ）、社会（⼈）、環境（地球）に対する良い影響

（ポジティブインパクトの創造とネガティブインパクトの抑制）につながる活動が、当グループにおける社会課題解決型ビジネスで

す。

また、当社はこうしたビジネスプロセスを経営レベルで管理する仕組みとして、マテリアリティマネジメントとリスクアペタイト・

フレームワークを定めています。マテリアリティマネジメントにおいては、当社の中⻑期的な価値創造プロセスに影響を与える重要

課題（マテリアリティ）を、社会課題解決型ビジネスから社会的価値創出につながる項⽬である「インパクトマテリアリティ」、価

値創造の根幹に影響を与える項⽬である「ガバナンス・経営基盤マテリアリティ」、財務パフ9ーマンスに直接影響を与える項⽬で

ある「財務マテリアリティ」の3つに区分し管理しています。

特に「⼈⽣100年時代」、「ESG/サステナブル経営」、「地域エコシステム・グローバルインベストメントチェーン（ネットワーキン

グ）」の3つを価値創造領域と位置付け、2030年
に実現したい社会を⾒据え、資⾦・資�・資本の好循環を促してい	ます。

価値創造プロセス

    

  

3三井住友トラストグループ株式会社 サステナビリティレポート2024



      

当社は、201	年
に初めてマテリアリティを特定し、以後、201�年
、2022年
に改定を実施しています。現⾏のマテリアリテ

ィの特定にあたっては、世界経済フォーラム国際ビジネス協議会の提⾔をもとに、世界4⼤会計事務所が中⼼となって取りまとめた

「持続可能な価値創造のための共通指標と⼀貫した報告を⽬指して」における共通指標（以下、コモンメトリクス）を起点としまし

た。第⼀段階として、コモンメトリクスの「地球」「⼈」「豊かさ」「ガバナンス」に分類される論点に基づいて「マテリアリティテ

ーマ」を特定し、第⼆段階として、当社パーパスと経営戦略上のテーマに沿って、マテリアリティテーマを、実現を⽬指す社会と価

値に関する項⽬に整理し、マテリアリティとして特定しています。

マテリアリティおよ#マテリアリティテーマについては、経済や社会の情勢変化に伴って⽣じる論点を適切に汲み取るため、定期的

にレビューを実施し、取締役会に報告しています。

マテリアリティの定義と特定プロセス

コモンメトリクスを起点としたマテリアリティの特定
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当社では、「社会的価値創出と経済的価値創出の両立」を経営の根幹に、経済、社会の情勢変化、グループとしてのリスク認識、ス
テークホルダーからの要請なども考慮にいれて、中長期的な重要課題（マテリアリティ）を特定し、取締役会において定めています。



    

  

      

マテリアリティ 概要

インパクトマテリアリティ

当社の企業活動が、経済、社会、

環境に影響（ポジティブ・ネガテ

ィブ両⽅のインパクト）する項

⽬。社会的価値創出と経済的価値

創出の両⽴を具体的に狙える段階

のもの

⼈⽣100年時代 超⾼齢社会における年⾦や社会保障などの社会システムの

変化や、健康寿命の延伸などの社会課題への備えとなり、

豊かな⽣活を⽀える商品・サービスの提供。

お客さまが⾃⾝の要求するとこ0に合う、有益で⼿頃な⾦

融商品・サービスを利⽤で	る状態をつくり出す。

ESG/サステナブル経

営

気候変動、⽣物多様性、資源循環・サーキュラーエコP\

ー、⼤気・⽔質・⼟壌汚染、⼈権尊重への対応と投融資先

企業およ#サプライaーにおける環境・社会・ガバナンス

に配慮した経営の⽀援、対応⼿段の提供。

地域エコシステム・グ

ローバルインベストメ

ントチェーン（ネット

ワーキング）

地域における各主体が相互補完関係を構築しつつ、地域外

の経済主体などとの関係構築により、多⾯的に連携、共創

していく関係の構築。先進的な海外プレイaーとの協業な

どを通じたインベストメントチェーンの強化を通じた投資

機会の提供。

信託×DX 資⾦・資�・資本の好循環実現を促す駆動⼒・機能。「的確

な運⽤と万全の管理」を備えた資�運⽤・資�管理を含む

「信託」の⼒、「DX」の⼒（既存業務プロセスの構造変

⾰、事業の横断融合による新たなビジネスの創造）による

好循環の実現。
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ガバナンス・経営基盤マテリアリ

ティ

環境や社会の課題が、当社の企業

価値向上プロセスに影響する項

⽬。直ちに財務に影響する1けで

はないが、⻑期的には影響する可

能性が⾼い⾮財務項⽬で「守り」

の要素が強い

コーポレートガバナ

ンス

社会的価値創出と経済的価値創出を両⽴させる経営のフレ

ームワークの確⽴。

受託者精神 善良な管理者の注意をもってお客さまのために忠実に⾏為

にあたる、受託者精神の全う。お客さまの最善の利益の実

現。

⼈的資本 多様な価値観を有する⼈材の確保、登⽤、⼈材群の構築。

⼼⾝ともに健康で会社のパーパスに共感しながら多様性を

認め合う良好な⼈間関係のもと、⾃分の価値や強みを活か

せる状況をつくり出す。

リスク管理とレジリ

エンス

経営の健全性確保、経営戦略に基づくリスクテイクを通じ

た収益確保と持続的な成⻑を⽀える、リスクの状況の的確

な把握とリスクに対する必要な措置。

コンプライアンスと

コンダクト

法令・市場ルール・社内規程類はもとより、広く社会規範

を遵守。

役員・社員の⾏為が職業倫理に反する、またはステークホ

ルダーの期待と信頼に応えていないことによる悪影響を⽣

じない。

セキュリティ 基幹インフラ事業者に対するサイバー攻撃の防⽌およ#発

⽣時のインシデント対応。

システムリスク管理体制の不断の⾒直し、改善。顧客情報

のルールに則した取得と利⽤、厳格な管理。

財務マテリアリティ

環境、社会の課題が当社の財務に

影響を与える項⽬

ステークホルダーの期

待する財務体質

健全な財務、持続的な成⻑。安定的な収益獲得。
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当社の価値創造プロセスを実⾏する経営戦略、内部統制、およ#リスクアペタイト・フレームワーク（RAF）などの各種管理体制に

おいて、マテリアリティが共通概念として組み込まれて、それ�れの機能の連関性が⾼まることで、価値創造⼒の⼀層の向上が可能

となります。当社では、新たに特定したマテリアリティを踏まえた2023年
以降の中期経営計画を策定しています。今後、中期経

営計画において定めた施策とKPIの状況をマテリアリティの観点でも確認した上で、経営会議の諮問機関であるサステナビリティ委

員会に報告するとともに、ステークホルダーとのコ\ュニ>ーシcンにおいても活⽤することで、価値創造プロセスにおける好循環

へとつな�てい	ます。

また、このようなマテリアリティに基づくマネジメントにステークホルダーの視点を取り込むため、後述の「インターナル・エン?

ージメント」の仕組みを導⼊し、その状況についてサステナビリティ委員会、経営会議などにおける執⾏側での議論を経て、マテリ

アリティに関する事項として取締役会へ報告する体制としています。

当社は、社会情勢や価値観が変化し、その変化が企業価値にも影響するという「ダイナ\ック・マテリアリティ」という考え⽅をと

っています。具体的にはサステナビリティ委員会において、前記の確認・報告やインターナル・エン?ージメントの結果等に基づい

て、状況に応じたマテリアリティの⾒直しの要否について検討します。その際にリスク委員会はマテリアリティに関する事項につい

て取締役会から諮問を受け、専⾨的知⾒からその適切性などについて審議の上、取締役会に答申を⾏います。

当グループのステークホルダー・エン?ージメントは、テーマに即して当グループ各社の該当部署が直接対応するもの（①）、国内外

のイニシアティブに直接参画するもの（②）、サステナビリティ推進部が⾃⾝のステークホルダーとの対話やESG評価機関などから

の情報収
を踏まえ当グループ各社の該当部署と⾏うインターナル・エン?ージメント（③）の3通りのアプローチがあり、対話チ

ャネルを多様化させ、インプットの質と量を⾼めています。

価値創造プロセス�の反映（マテリアリティマ��メント）

マテリアリティマ�ジメント

ステークホルダー�エンゲージメント
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サステナビリティ推進体制

 

  

  

 

    

  

    

  

      

地球温暖化や⽣物多様性の損失、貧困や⼈権侵害、健康被害の拡⼤など、世界はさまざまな環境や社会に関する問題を抱えていま

す。企業にとって)、これらの問題の深刻化が招く社会の持続可能性（サステナビリティ）の低下は、⻑期的には事業基盤の劣化に

つながります。企業が将来にわたって成⻑を維持していくには、⾃らが問題の解決に当事者意識を持って関わり、積極的に持続可能

な社会の構築に貢献することが必要です。

当グループは、受託者精神に⽴脚した⾼い⾃⼰規律に基づく健全な経営を実践することは)�03、持続可能な社会の構築に積極的

に貢献することが社会的な責任で�ると考えます。そして、事業活動が社会に及ぼす影響に⼗分配慮するとと)に、お客さまをはじ

めとしたステークホルダーの抱える社会・環境問題の解決に向け、本業を通じて独⾃の価値を提供します。

当グループは 、持続可能な社会の構築に積極的に貢献することが社会的な責任で�るとの認識の)と、「三井住友トラストグループ

の社会的責任に関する基本⽅針（サステナビリティ⽅針）」を掲げています。

当社では、サステナビリティ⽅針に基づ	執⾏機関で�る経営会議がサステナビリティ推進に関する⽅針・戦略を協議・決定し、取

締役会がこれを監督する体制としています。

2023年度からは、サステナビリティに関する課題への対応における所管各部との協議、取組状況の報告を組織的に⾏うことを⽬的

に、経営会議の諮問機関としてサステナビリティ委員会を設置しました。同委員会は、サステナビリティ推進部統括役員

（CSuO ）を委員⻑、経営企画部統括役員、⼈事部統括役員、IR部統括役員を委員とし、当グループのサステナビリティへの取り

組み状況の確認と、サステナビリティ推進に関する各種施策の審議を⾏っています。なお2024年度は、サステナビリティリスクへ

の注⽬度の⾼まりを受け、リスク統括部統括役員(CRO ）を委員に加えています。

同委員会における審議を経た上で、経営会議へ付議することで、サステナビリティに関する課題の対象範囲を明確化し、⽅針⽴案、

対応実施、開⽰までの⼀連の取り組みを組織的に⾏う態勢を整えています。初年度となる2023年度は、サステナビリティや⼈権、

⼈事戦略などについて審議を⾏い、全20回開催しました。

※1 Chief Sustainability Officer

※2 Chief Risk Officer

 

サステナビリティ推進体制

組織体制

※1

※2
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当社では、マテリアリティマPジメントの⼀環として、マテリアリティ項⽬の中から抽出した当グループの課題について、経営企画

部お+びサステナビリティ推進部が「疑似」投資家として関係部署と対話を⾏い、業務の改善や情報開⽰の拡充につなげています。

当社では、この取り組みをインターナル・エンゲージメントと呼び、取締役会に+る経営視点での監督機能とは異なる、外部⽬線で

の牽制機能として考えています。

インターナル・エンゲージメントは、主として執⾏側の内部管理態勢の⾼度化を⽬的としていますが、活動全体について取締役会へ

報告の上、課題を共有しています。

経営企画部お+びサステナビリティ推進部は、ESG評価機関の指摘項⽬、国内・海外のESG投資家との対話、議決権⾏使助⾔会社

の基準、NGOとのコZュOケーション（レター・対話）、コーポレートガバナンス・コードやESG、SDGsに関する注⽬度の⾼い課

題などからインターナル・エンゲージメントのテーマを選別し、関係部署と対話を⾏っています。

2023年度は、2023年11⽉〜12⽉にかけて、全8テーマを12部署の部⻑（部⻑級）に対して実施し、各部署は業務運営上・開⽰上

の課題として認識しました。認識した課題については、サステナビリティ委員会・経営会議・取締役会に対して報告を⾏っていま

す。

 

インターナル・エンゲージメント

基本的な考え⽅

インターナル・エンゲージメントのプロセス
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2023年度 対話内容と取り組み成果（⼀例）

マテリアリティ マテリアリティテーマ 対話内容 2023年度取り組み成果

ESG/サステナブル経営 ⼈権尊重 ⼈権デューデリジェンスの

実施状況について

⼈権デューデリジェンスの

結果や、⼈権デューデリジ

ェンス連�会における審議

の状況を開⽰

社員研修の実施状況につい

て

年間の研修実施スケジュー

ルを開⽰

ESG経営 化⽯燃料に関する融資⽅針

について

⽯油・ガスのEクターポリ

シーを改定

コーポレートガバナンス コーポレートガバナンス 主要領域の統括役員呼称、

責任明確化について

主要な担当領域等をグcー

バルVースで明確化したH

ーフオフィサー（CXO）等

を設置

受託者精神 顧客本位/フィデューシ\リ

ー・デューティー

顧客満⾜度向上に向けた、

従業員教育の実施状況につ

いて

全社員向けお+び階層別の

研修実施状況を開⽰

苦情の内容や対応状況につ

いて

お客さまからいただいた苦

情のう�、主だった内容を

開⽰

コンプライアンスとコンダ

クト

コンプライアンスとコンダ

クト

⾏動指針の社内浸透につい

て

社内浸透に向けた取り組

み、浸透状況確認を⾏って

いる旨を開⽰
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Environment
（環境）



気候変動

気候変動は、グローバルな経済・社会の持続性を脅かす最も深刻な環境問題の⼀つであり、当グループにおいても、優先的に対応す

る社会
題として、この問題に向き合ってきました。

脱炭素化の為に必要な資⾦は、⽇本だけでも2030年度までに約150兆円の資⾦が必要※と⾔われています。当グループとしては、

ステークホルダーの皆さまと真摯な対話を重ねながら、当グループの持つ「アドバイザリ」「資�運⽤」「資�管理」の機能を発揮

し、個⼈・機関投資家の資⾦を、法⼈のお客さまの脱炭素化に必要な資⾦に循環さ�ることで、投資家の投資機会の拡⼤にも貢献し

ながら、脱炭素社会の実現を⽬指しています。

※ 出所：内閣官房「我が国のグリーントランスフォーメーション実現に向けて」より

当グループは、2021年10⽉にカーボンニュートラル宣⾔を公表し、Net-Zero Banking Alliance（NZBA）や、Net Zero Asset

Managers initiative（NZAM�）への加盟を通じて、カーボンニュートラルに向けた取り組みを推し進めてきました。

信託銀⾏グループのもつ多彩で柔軟な機能を活⽤して､脱炭素社会の実現に貢献します

投融資ポートフ5リ6の温室効果ガス排出量について、2050年までにネットゼロを⽬指します

2050年ネットゼロを達成するための2030年までの中間⽬標について､NZBAの枠組みに即し､作成します

⾃社グループの温室効果ガス排出量を､2030年までにネットゼロにします

 

 

 

 

当グループの気候変動に対する取り組み⽅針

カーボンニュートラル宣⾔（2021年10⽉）

1

2

3
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2023年10⽉には、カーボンニュートラルに向けた移⾏計画を策定・開⽰しました。当社は当該計画に基づいて、脱炭素社会に向け

て具体的に取り組んでいきます。

※1 対象欄に記載されている会社名は当該会社を頂点とする連結ベースを指す

※2 テクノロジー・ベース@・ファイナンス（TBF）チーム。技術の社会実装を政策的な観点や⾦融的側⾯から⽀援する
とを⽬的として、各分野の

専⾨家を集め、サステナビリティ推進部内に設置したチーム

 

 

 

 

移行計画の全体像（詳細は2023年10月発行および2024年3月発行の「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」をご参照）
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Scope3（2023年度）

カテゴリー 算定項⽬ 算定⽅法

GHG排出量

（t-CO e）

1 購⼊した製品・サービス 製品・サービスなど20項⽬ 平均消費⼿法（⾦額） 101,122

2 資本財

設備投資（建物設備、ソフト

ウェアなど）

平均消費⼿法（⾦額） 199,471

3

Scope1,2に含まれない燃料

およびエネルギー活動

電気使⽤量、都市ガス等 平均データ⼿法 5,506

4 輸送、配送 社内メール便の輸送 平均データ⼿法 242

5 事業から出る廃棄物 廃棄物発⽣量（kg）

廃棄物種類固有⼿法（廃棄物

発⽣量）

233

6 出張

交通費、国内・海外宿泊費、

赴任旅費等

消費ベース⼿法（⾦額） 8,450

7 雇⽤者の通勤 通勤交通費 ⾦額ベース 3,823

13 リース資�（下流） リース資�の排出量 平均データ⼿法 1,043,755

算定範囲：

・ カテゴリー3 SMTBの国内外拠点およ�グループ連結⼦会社の国内外拠点

・ カテゴリー4 SMTBの国内の輸送ルートの⼀部

・ カテゴリー13 三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社

・ その他 SMTBの国内拠点およ�三井住友トラスト・パナソニックファイナンス株式会社

算定⽅法： 環境省の「サプライチ,ーンを通じた組織の温室効果ガス排出等の算定のための排出原単位データベース」を参照。排出係数は原則、同デ

ータベースの!のを使⽤。

⼊⼿で
るデータの精度向上や、算定⽅法の変更等により排出量を改訂する可能性が�ります

※1 拠点の産業廃棄物量と在籍⼈数、社員数を基に算定

※2 国内拠点の国内出張費と海外出張費から算定

※3 ①国内赴任、②海外赴任、③研修・留学の赴任旅費項⽬別に算定

※4 通勤に利⽤する交通⼿段は全て鉄道と想定し、通勤交通費から算定

2

※1

※2

※3

※4
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ファイナンスド・エミッション（FE）（2022年度、2023年度）

尚、気候変動に関する具体的な取組および数値と指標については、「TCFDレポート（2024年度より気候変動レポート）」および

「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」を�参照ください。
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⾃然資本・⽣物多様性

2023年9⽉には?cーバルな⾦融の流れをネイチャーポジティブな事業にシフトさ�る&く、企業に⾃然資本の情報開⽰を促す

「⾃然関連財務情報開⽰タスクフォース（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures）」(以下、TNFD)が公表され、

⾃然資本の重要性は社会全体でより強く認識されるようになりました。

当社は2023年にTNFDフォーラムに参画、2024年度は⾃然関連のリスクを把握し、基本的な理解を深めるために試⾏的な分析に

着⼿しました。

⾦融機関は投融資先を通じた⾃然資本や⽣物多様性とのつながりがあることから、当社は⾃然に関する依存と影響、リスクの特定に

あたり、「ENCORE」 を⽤いて三井住友信託銀⾏の投融資ポートフォリ<の中から重要セクターを選定し、当該セクターにお�る

分析を⾏いました。

※ 国連環境計画世界⾃然保全モニタリングセンター（UNEP-WCMC）、UNEP FI、Global CanopyからなるEncore Partnershipが、⾃然関連リス

クに関する様々な既存ツールの結果を⼀括で評価で�る
�開発したツール

2020年に岡⼭県⻄粟倉村に森林を所有する個⼈のお客さまより、約10haの森林を信託財産とする「森林信託」を受託しました。

当社は所有者に代わって林業事業体への経営の委託、収⼊の管理を実施し、信託配当を⾏います。施業を⾏う林業事業体は林業経営

の効率化が図れると共に、相続等により⼟地所有者が分からなくなる事態も防ぐことで、⾏き届いた森林整備・保全の継続性を⾼め

ることができます。

   

 

⾃然資本に対する取り組み

※

グループ各社の主な取り組み

三井住友信託銀⾏

森林信託の受託

 

    

  

当グループは気候変動リスクと同様に、自然資本関連リスクについても、当グループの貸出・資産運用業務に影響を与え得る重要な�
リスクと認識し、2000年代から自然資本の適切な評価、保全に資するさまざまな金融商品・サービスの開発に取り組んできました。
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2019年に資⾦使途を特定しない「ポジティブ・インパクト・フ4イナンス（PIF）」を開発しました。PIFは企業活動が経済・社

会・環境にもたらすインパクトを包括的に分析・評価し、ポジティブインパクトの拡⼤とネ=ティブインパクトの緩和を通じて、お

客さまの企業価値と社会価値向上を⽀援することを⽬指したもので、評価指標を⽤いて融資先企業がSDGs達成への貢献度合いを具

体的に明⽰し、開⽰することが特徴です。当該評価指標はお客さま�れ�れの事業特性に応じて設定していますが、⾃然資本・⽣物

多様性に関する内容を設定しているPIFもあります。

三井住友信託銀⾏では2010年に環境不動産専担チームを設⽴し、建物の環境性能を評価するCASBEE-不動産評価認証の取得サポ

ートを中⼼に、環境不動産の普及をリードしてきました。現在は建築コンサルティン?のメニ^ーとして建物のライフサイクル全体

のコスト、省エネシステムの導⼊、景観や⽣態系への配慮、建物⻑寿命化な 、環境配慮に関するアドバイスも⾏っています。

三井住友トラスト・アセットマネジメントは、投資家として⾃然資本関連の?cーバルイニシアティブへ参加すると共に、企業な 

ステークXルHーとの積極的なエン@ージメントを⾏ってきました。TNFDには、2020年9⽉の準備委	会⽴ち上げから唯⼀の本


運⽤機関として参加し、枠組み整備から運営⽅法の議論を通じて発⾜に貢献しました。2024年1⽉にはTNFD Early Adopter とし

て同�⾔に基づく早期開⽰の実施を表明し、同年10⽉に初めてのTCFD TNFDレポートを発⾏しました。

「ポジティブ・インパクト・ファイナンス」の開発

ESG・環境不動産コンサルティン�

三井住友信託銀⾏の不動産ESGに関わるサポートはこちら

三井住友トラスト・アセットマネジメント

三井住友ト�スト・アセットマネジメントのTCFD TNFDレポートはこちら
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https://www.smtb.jp/business/estate/esg_support
https://www.smtam.jp/file/217/TCFD_TNFD_Report.pdf


環境負荷低減

当グループは、事業活動に伴うエネルギー、紙などの使⽤による資源の消費とCO や廃棄物の排出を通じて⾃然資本・環境に対して

影響を及ぼしており、当グループの事業活動から発⽣する環境負荷の削減に努め、社会に対するマイナスの影響を低減させることが

重要課題と認識しています。また、当グループは投融資先の環境・社会への配慮を投融資の意思決定に組み込んでいます。事業活動

に直接起因する環境負荷を削減する取り組みと投融資先から間接的に発⽣する環境負荷を削減する取り組みの双⽅を推進し、社会全

体での環境負荷の低減を実現することを⽬指しています。

当グループは、「サステナビリティに関する規程」に基づき、環境マネジメントシステム（以下、EMS（En���onmenta�

Management System)）を運⽤しています。環境保全活動を体系的かつ継続的に展開することにより、持続可能な社会の実現に貢

献することを⽬的としています。具体的には、以下の5項⽬について⽬標を設定し、活動しています。

紙（使⽤量、再⽣紙および環境配慮型⽤紙の購⼊割合、紙の廃棄量）

電⼒（電⼒使⽤量、GHG排出量）

廃棄物（廃棄物排出量、紙の廃棄量）

グリーン購⼊（⽂具類購⼊時のグリーン調達⽐率）

⽔（⽔の使⽤量）

また、2021年10⽉に公表した「三井住友トラスト・ホールディングス（現：三井住友トラストグループ）のカーボンニュートラル

宣⾔」の中で、三井住友トラストグループにおけるGHG排出量（Scope1,2）を2030年までにネットゼロにすることとしました。

また、宣⾔に即した取り組みについて､「カーボンニュートラルへの取り組み進捗」を定期的に公表しています。今後も､エネルギー

使⽤量の削減に努めるとともに､電⼒を中⼼とした再⽣可能エネルギー化を加速します。また、GHG排出量削減に向けた取り組みを

グループ全体に浸透させ､主要な海外拠点･関係会社を含めたグループTースのGHG排出量ネットゼロの早期達成を⽬指します。

河川などから流れ込ん�「海洋プラスチック�み」が引き起こす海洋汚染が、海洋⽣態系や漁業、観光産業等に多⼤な影響を及ぼ

し、世界的な問題となっています。

当グループは201	年4⽉、この世界的な海洋汚染問題への具体的アクションとして、「2030年までにリサイクルされ�に廃棄される

プラ�みゼロ」を⽬指す「三井住友トラストグループ プラ�みゼロ宣⾔」を策定しました。この宣⾔に基づいて、①社員がプラ�み

を出さない、②お客さまにプラ�みを出させない、の2本柱で具体的な取り組みを推進中です。

 

環境負荷低減に向けた取り組み

2

当グループの排出量削減に向けた取り組み

1

2

3

4

5

プ��み
�宣⾔
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三井住友信託銀⾏では従来より⼤型拠点ビルに設置している社員向けのコンビニエンスストアではレジ袋やストローなどを使⽤しな

い運営としています。プラ�みゼロ宣⾔策定以降、グループ全体で�み分別とプラ�み削減を呼びかけるオリジナルポスターを掲⽰

しています。本店ビルにおいては、プラスチック�みの再資源化を徹底しており、再資源化率は100!を確保しています。

今後も廃プラスチックの発⽣量の削減と再資源化に努めます。これに加え、お客さまにプラ�みを出させない取り組みとして、各種

頒布品の素材の⾒直し・切り替えを推進しています。
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⽇興アAットマネジメントは、気候や環境関連のリスクが世界にもたらしている脅威を認識しており、事業活動による環境への影響

を最⼩化する責務を負っていると考えています。2010年に初めて環境⽅針を導⼊して以来、事業活動の中で積極的に環境問題を考

慮してい	ことにコYットしてきました。

2021年に改定した環境⽅針においては、以下の⼋つの領域に注⼒しています。

1. 法規等の遵守

2. 温室効果ガス排出量の削減

3. 資源効率の追求

4. 環境に配慮したTンEーの選定や製品の購⼊
5. 使い捨てプラスチックの削減

6. ⾃然環境における⽣物多様性の保護

7. 報告と開⽰の充実

8. 社員教育とアKボカシーの推進

また、定量⽬標として、2030年までに⽇興アAットマネジメントグループ全体の社員⼀⼈当たりの温室効果ガス排出量を201	年⽐

で40％削減することを⽬指しています。

※1 Greenhouse Gas Protocolの定義するスコープ1および2の⾃社による直接・間接排出（燃料の燃焼・供給電⼒等の使⽤による排出）、およびス

コープ3の⼀部の間接排出（スコープ1および2に含まれない燃料・エネルギー活動と出張による排出）を対象と�ます。

三井住友トラスト・パナソニックファイナンスでは、電⼒使⽤量の削減、コピー⽤紙使⽤量の削減、ガソリン使⽤量の削減を継続的

に取り組むほか、資源の有効活⽤の観点から3R活動に取り組んでいます。

また、営業活動における社⽤⾞利⽤から公共交通機関利⽤への切り替え（レール&レンタカー活⽤等）によりCO 排出量削減に努め

るとともに、⻑距離運転を削減することによる運転者の疲労軽減と交通事故抑⽌といった環境と社会（健康、安全）に資する取り組

みを推進しています。

加えて、3R活動の⼀環として、余剰となった⽂房具等の社内間で融通（リユース）や、有効期限切れ未使⽤封筒を特別⽀援学校へ作

業学習⽤教材として寄贈するなどの資源の有効活⽤や社会貢献に資する活動にも取り組んでいます。

各グループの取り組み

⽇興アセットマネジメント

※1

三井住友トラスト・パナソニックファイナンス

2
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Social
（社会）
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お客さま本位の取り組み

  

 

 

変化の激しい時代の中で、個⼈・法⼈を問わず、お客さまの資産の形成・運⽤や⾒直し、承継のニーズはますます複雑化しており、

信頼できる⾦融機関を求めるニーズは⼀層⾼まっています。当グループは、個⼈・法⼈のお客さまのニーズを的確に把握し、幅広く

専⾨性の⾼い商品・サービスを最適な解決⼿段としてご提案するトータルソリューションのご提供を通じ、お客さまに最⼤の価値を

ご提供する「ベストパートナー」でありたいと考えています。このため、信託・銀⾏機能の融合による総合⼒やグループ内の多彩な

信託機能を効果的に活⽤す*く、お客さま本位の徹底に努めるとともに、⾼度な利益相反管理態勢を構築しています。

また、「お客さま本位の業務運営（フィデューシgリー・デューティー：FD）」と「お客さま満⾜の向上（カスタマーサティスフ:

クション：CS）」の組織を⼀体化し、「お客さま本位」と「お客さま満⾜」を優位性の源泉としてさらに進化させる*く、業務品質

の管理能⼒向上に向けた取り組みを強化しています。

  

 

お客さまに対する価値提供について
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当グループがお客さまの「ベストパートナー」として、お客さまの真の利益に合致した商品・サービスを提供し、グループの業務

全般にわたり、お客さま本位を実践・徹底していくために、2016年9⽉に「三井住友トラストグループのフィデューシgリー・

デューティーに関する取組⽅針」（以下、取組⽅針）を策定・公表して以来、取組⽅針を必要に応じ改定するとともに、さらなる

取り組みの強化を⾏っています。

グループの推進・監督体制図

※ 三井住友信託銀⾏、三井住友トラスト・アセットマネジメント、⽇興アセットマネジメント、投信・保険ビジネス総合研究所、三井住友トラス

ト・ライフパート+ーズ

フィデューシgリー・デューティーの実践には、お客さまから信頼される「⾼度な専⾨性」、お客さま⼀⼈⼀⼈のニーズに沿った

最適な選択肢をご提⽰する「コンサルティングの実践」、そして「利益相反管理の徹底」が重要であると考えています。当グルー

プでは、経営レベルから実務レベルまでの充実した組織体制を整備し、不断に取り組みの⾼度化を図ります。

これらの取り組みの成果についてお客さまに分かりやすくお伝えするために、「お客さまの『ベストパートナー�を⽬指すための

取り組み状況と成果指標（KPI）」を定期的に公表しています。これらの成果指標は、投資信託および外貨建保険の「販売会社に

おける⽐較可能な共通KPI」を含んでいます。

  

 

フィデューシャリー・デューティー（FD）に関する取り組み

（1）フィデューシャリー�デューティーの実践

三井住友トラストグループのフィデューシャリー・デューティーに関する取組⽅針
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https://www.smth.jp/about_us/management/customer/fiduciaryduty#anc-01


当グループは、グループ各社およびその関係者による多様なサービスのご提供に伴い、お客さまの利益を不当に害することのな

いよう、取締役会の承認を経て「利益相反管理⽅針（概要）」を公表し、あらかじめ利益相反のおそれのある取引を特定・類型化

の上、適切に管理しています。

また、営業部⾨から独⽴したコンプライアンス統括部が、利益相反管理統括部署として、グループ全体の利益相反管理の有効性

を定期的に検証し、その結果を取締役会等に定期的に報告することで、継続的に必要な改善・指導が実�される態勢を整備して

います。

利益相反管理態勢

※1 役職等は2024年6⽉末時点

※2 三井住友信託銀⾏社外取締役

※3 Chief Risk Officerの略称。リスク管理を担当

※4 Chief C����i
�ce Officerの略称。コンプライアンスを担当

さらに、利益相反管理態勢の実効性向上を図るため、取締役会の諮問機関として外部メンバーを中⼼とした利益相反管理委員会

を設置し、当グループの利益相反管理態勢の妥当性の検証を受けています。なお、同委員会の議事概要は継続的に公表していま

す。

また、スチュワードシップ（SS）活動における利益相反管理体制に関しては、利益相反管理委員会にグループの資産運⽤会社の

外部委員会の委員を構成員とするSS部会を設置し、グループ全体のSS活動に関する情報連携、監督機能の強化を図っています。

（2）利益相反管理について
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当グループでは、グループ全体の利益相反管理態勢の妥当性等の検証、フィデューシgリー・デューティーの取組状況の監督な!

を⽬的として、取締役会の諮問機関として外部有識者等が過半を占める「利益相反管理委員会」（任意の委員会）を設置しており

ます（201	年6⽉）。

同委員会は、（1）指名委員会等の法定の3委員会、銀⾏グループ全般のリスクBバナンス体制の構築や⾼度化を担う「リスク委員

会」（任意の委員会）に加え設置したもので、専業信託銀⾏グループとして、他の⾦融グループに例のない監督機能を有する委員

会であること、（2）法令等で求められる利益相反管理態勢に留まらず、お客さまに安⼼、信頼いただける「ベストパートナー」

として、ベストプラクティスとしての利益相反管理態勢、フィデューシgリー・デューティーの取組状況等を審議対象としている

ことといった特⾊を有しております。

このような特⾊を反映し、以下議事概要のように幅広いテーマ・内容に関し、審議しております。当グループの利益相反管理態

勢の向上等に資する*く、同委員会の議事概要は継続的に公表してまいります。

スチュワードシップ活動における利益相反管理体制に���

利益相反管理委員会の議事概要

利益相反管理委員会議事概要

2024年度 （216KB）

2023年度 （370KB）

2022年度 （393KB）

2021年度 （367KB）

2020年度 （311KB）

2019年度 （270KB）

201�年度以前 （341KB）
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https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2024.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2023.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2022.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2020.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2019.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/2018.pdf


      

  

 

三井住友トラストグループでは、お客さま本位の取り組みを実践し、浸透・定着させていただくことで、お客さまから信頼さ

れ、末永くお取引きいただける、お客さまの「ベストパートナー」を⽬指してまいります。グループ各社における取り組みの状況

をご確認いただくため、⾏動計画の実�状況と指標を定期的に公表するとともに、活動の推進・拡充等にあわせ随時⾒直してま

いります。なお、201
年9⽉から公表しております⾦融庁公表の「共通KPI」に関しても、202�年3⽉末基準のデータを追加・

更新しております。

三井住友信託銀⾏では、①全国の営業店部やコールセンター、ウェブサイトに寄せられる「お客さまの声」の+か、各種アンケ

ートにより、多くのご意⾒・ご要望を頂戴しています。②年間数⼗万件を超えるお客さまの声な!をご満⾜につなげていくため

に、お客さまの声を分析するシステd「CSお客さまの声ポータル」を活⽤しています。さま�まなお客さまの声を“⾒える

化”し、“気付き”を得やすくすることで、お客さまの真のニーズにお応えしていけるよう、努めています。さらに、③お客さまか

らいただいたご意⾒・ご要望は、営業店部および本部が連携して原因の調査・分析と問題点の把握を⾏います。また、その結果

を基に改善策を検討し、より良い商品・サービスのご提供に努めています。

（３）お客さまの「ベストパートナー�を⽬指すための取り組みの実�状況と成果指標（KPI）�主なグループ各社の⾏動

計画等

お客さまの「ベストパートナー�を⽬指す��の取り組みの実施状況と成果指標（KPI）

お客さまの「ベストパート*ー」を⽬指すた�の取り組みの実施状況と成果指標（KPI） （5,191KB）

（630KB）

主なグループ各社の⾏動計画・⾏動指針・成果指標

三井住友信託銀⾏の2024年度⾏動計画 （463KB）

三井住友信託銀⾏のお客さま本位の取組状況（個⼈事業版）

三井住友トラスト・アセットマネジメント

⽇興アセットマネジメント

三井住友トラスト・ライフパート*ーズ

お客さま満⾜（CS）の向上について

（1）お客さまの声をお客さま満⾜の向上につな�る仕組み

投資信託・ファンドラップ・外貨建保険 共通KPIデータ集
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https://www.smtam.jp/company/policy/fiduciary/
https://www.nikkoam.com/about/fiduciary
https://www.smtlp.jp/about/bopolicy.pdf
添付ファイル
ADD_01_fiduciaryduty_kpi_status.pdf

添付ファイル
ADD_02_common_kpi_data.pdf

添付ファイル
ADD_03_smtb_actionplan.pdf

添付ファイル
ADD_04_customer_individual.pdf



      

    

  

 

  

 

    

         

CS（お客さま満⾜）向上への取り組み

 

 

 

 

  

 

  

      

    

  

 

      

    

  

 

  

 

    

         

 

わたしたち、三井住友信託銀⾏は、専⾨性と総合⼒を駆使して、お客さまにトータルなソリューションを迅速に提供してまいり

ます。

「お客さま本位」を徹底し、最善⾄⾼の信義誠実と信⽤を重んじ確実を旨とする精神を��て、お客さまの安⼼と満⾜のために

⾏動してまいります。

お客さま��いただ�ご意⾒・ご要望を�とに商品・サービスの改善を継続的に進め、お客さまにお選びいただける銀⾏であり

たいと考えています。

三井住友信託銀⾏では、全国の営業店部を通じてお寄せいただく声のほか、「お客さまの声アンケート」「三井住友信託ダイレクト」

「郵送式アンケート調査」などを通じて、多くのお客さまのご意⾒、ご要望をいただいております。お客さまからいただいたご意

⾒・ご要望は、調査・分析を⾏い改善策の検討・実施につなげています。

 

 

 

  

お客さまの声を反映する仕組み
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「お客さまの声アンケート」や郵送式アンケート調査を通じて、ご意⾒としていただく声のほか、⽇常のお問い合わせ・ご相

談・ご要望の中に含まれる「お客さまの声」も、当社の宝物です。

お客さまからいただいた声を専⽤システムに記録し、改善につなげているほか、本部とも連携しております。

「お客さまの声アンケート」を、全営業店部に備え置き、郵送のほか、店�に設置しておりますお客さまの声ポストに投函いた

だくことで、お客さまからご意⾒・ご要望をお寄せいただいております。また、訪問先のお客さまからもご意⾒・ご要望をお寄

せいただいております。

 

 

 

  

お客さまの声の収集

営業店部（店�・電話）

お客さまの声アンケート
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お電話によるお⼿続きの他に、ご照会・ご相談・ご意⾒等をうけたまわり、⾃ら改善を⾏うほか関係部にお客さまの声を伝えて

おります。

お電話やお⼿紙、ホームKージを通して、お客さまのご意⾒・ご要望をいただいております。

個⼈・法⼈のお客さま向けの郵送形式による満⾜度調査など、各種アンケート調査を⾏い、お客さまからいただいたご意⾒・ご

要望を基に、当社の商品・サービスの向上に取り組んでおります。

 

 

 

  

三井住友信託ダイレクト

お客様サービス室

各種アンケート調査
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「お客さまの声アンケート」や「郵送式アンケート調査」を通じて、ご意⾒としていただく声のほか、⽇常のお問い合わせ・ご

相談・ご要望の中に含まれる「お客さまの声」も、当社にとっては宝物です。

数多くのお客さまの声をご満⾜につなげていくために、お客さまの声を分析するシステム「CSお客さまの声ポータル」などを活

⽤しています。

さま�まなお客さまの声を"⾒える化"し、"気づき"を得やすくすることで、お客さまのGーズにお応えしていけるよう、努めてい

ます。

お客さまの声を分析 CSお客さまの声ポータル

 

 

  

お客さまの声の�析
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https://www.smtb.jp/about/activity/cs/improvement-personal
https://www.smtb.jp/about/activity/cs/improvement-business




https://www.smtb.jp/-/media/th/news/2024/240410.pdf
https://www.smtb.jp/about/activity/cs/barrier-free
https://www.smtb.jp/about/activity/cs/education






https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/customer/pdf/consumer-orientation.pdf
添付ファイル
ADD_05_240731.pdf





https://www.mhlw.go.jp/content/11900000/000915233.pdf


https://www.smth.jp/sustainability/management/human_rights_policy




























https://www.smth.jp/-/media/th/about_us/management/human_resources/pdf/240729.pdf
https://www.smth.jp/about_us/management/human_resources/diversity_inclusion/womens_advancement
https://www.smth.jp/about_us/management/human_resources/diversity_inclusion/balance_support
https://www.smth.jp/about_us/management/human_resources/diversity_inclusion/lgbtq
https://www.smth.jp/about_us/management/human_resources/diversity_inclusion/advancement
https://www.smth.jp/about_us/management/human_resources/diversity_inclusion/global_human_resources












































https://www.smtg.jp/-/media/tg/sustainability/report/2022/all5.pd
https://www.smtg.jp/-/media/tg/sustainability/report/2021/all5.pdf






https://branchblog.smtb.jp/








https://www.erm-sumitrust.com/


https://www.smtb.jp/business/pif#anc-001
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-01
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-02


https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-03
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-09
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-11
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-12
https://www.smtb.jp/business/esg-solution#anc-10


https://www.smtb.jp/business/pif/portfoliolist




https://www.meti.go.jp/press/2021/05/20210507001/20210507001-1.pdf
https://www.smtb.jp/-/media/tb/about/corporate/release/pdf/210312-2.pdf


https://www.smtb.jp/-/media/tb/business/pdf/240425.pdf
https://www.meti.go.jp/policy/economy/kyosoryoku_kyoka/nintei_cn.html
https://www.meti.go.jp/policy/economy/keiei_innovation/sangyokinyu/cnrishihokyu/index.html






https://www.smth.jp/sustainability/environment/solution/green_deposit


https://www.smtb.jp/business/estate/esg_support




https://www.smtb.jp/business/agency/consulting/ir-sr
https://www.smtb.jp/business/agency/consulting/governance




https://www.smth.jp/sustainability/initiatives/equator


https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework1_en.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework4_jp.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework2_en.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/framework3_jp.pdf


https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2021.pdf
https://www.smth.jp/-/media/th/sustainability/greenbond/pdf/SMTB_Green_Bond_Annual_Report_2021.pdf
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https://www.msci.com/our-solutions/indexes/nihonkabu-esg-select-leaders-index


https://www.msci.com/msci-japan-esg-select-leaders-index-jp
https://indexes.morningstar.com/gender-diversity-indexes-jp
https://www.msci.com/msci-japan-empowering-women-index-jp


https://www.spglobal.com/spdji/jp/indices/sustainability/sp-jpx-carbon-efficient-index/#overview




















https://www.smtb.jp/about/sustainability
https://www.smtam.jp/institutional/stewardship_initiatives/esg/
https://www.nikkoam.com/sustainability
https://www.sumitclub.jp/ja/corporate_site/service/sdgs.html
https://www.smtpfc.jp/company/csr.html
https://smtrc.jp/sustainability/
https://www.smtgs.jp/sustainability/
https://www.smth.jp/group_info/group_companies
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